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１．全国推進事業の目的 

次世代施設園芸拠点の概要、高度環境制御技術の導入や技術実証の成果をホームページ

や資料等により発信し、次世代施設園芸全国展開推進フォーラムを開催することで、拠点

で得られた知見やノウハウを全国に発信する。 

また、次世代施設園芸拠点で得られた各種データ等を収集・解析し、大規模施設園芸の

運営における課題と解決策を検討するとともに、コスト低減のための施設・設備仕様の標

準化等の検討を行う。 

さらに、これらをもとに大規模施設園芸に取り組む意向のある産地に対する事業計画の

策定や、次世代施設園芸拠点に対する技術的支援や労務管理の構築を支援する。高度環境

制御技術が行える栽培技術者や指導者の育成のための研修の実施、次世代施設園芸拠点等

で活用できる人材育成のための共通コンテンツを作成し、さらに次世代施設園芸や先進的

な施設園芸を行っている生産者で研修生を受入可能な事業者をリスト化し、研修希望者と

のマッチングを行う。 

これらの取組を一体的に行うことで次世代施設園芸の取組を各地域に展開することを目

的とする。 

 

 

２．全国推進事業の概要 

（公募要領より） 

次世代施設園芸の地域展開を促進するため、次の取組を支援する。 

ア 全国的な次世代施設園芸関連情報の発信 

次世代施設園芸拠点の概要、高度環境制御技術の導入や技術実証の成果をホームペー

ジや資料等により発信することで、拠点で得られた知見やノウハウを全国に発信する。 

また、次世代施設園芸拠点を横断的に比較して意見交換等を行う次世代施設園芸全国

展開推進フォーラムを開催する。 

イ 栽培データ等の収集・分析、標準化の検討 

次世代施設園芸拠点で得られた栽培データ等を収集・解析することで、大規模施設園

芸の運営における課題を洗い出し、解決策を検討する。また、当該拠点で得られたデー

タから、コスト低減のための施設・設備仕様の標準化等の検討を行う。 

ウ 次世代施設園芸に取り組む意向のある産地への計画策定支援、経営・栽培指導 

次世代施設園芸拠点で得られた知見やノウハウを活用し、高度環境制御栽培技術によ

る大規模施設園芸に取り組む意向のある産地に対する事業計画の策定を支援する。次世

代施設園芸拠点に対する技術的支援や労務管理の構築を支援する。 

エ 高度環境制御栽培技術研修の実施 

高度環境制御技術の習得が可能な施設において、生育状況に応じた高度環境制御等を
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行うことができる栽培技術者や指導者を育成する研修を実施するとともに、次世代施設

園芸拠点等で活用できる人材育成のための共通コンテンツを作成する。 

オ 次世代施設園芸に係る人材育成プログラムの構築 

次世代施設園芸や先進的な施設園芸を行っている生産者で研修生を受入可能な事業者

をリスト化し、研修希望者とのマッチングを行う。また、各次世代施設園芸拠点に合わ

せた研修プログラム策定の支援や研修生受入後のフォローアップを行う。 

さらに、研修指導者のスキルアップを図るためのセミナーや指導を行う。 

 

 

図 全国推進事業の実施概要 

 

 

 

３．全国推進事業の実施体制 

 

３．１ 運営委員会の構成 

3.1.1 企画委員会（４名） 

運営委員会

日本施設園芸協会

専門委員 
栽培・環境制御

・生産管理 

研修拠点

農研機構・植物工場研究会

 
三重県・大阪府大・愛媛大 

次世代施設園芸拠点 

北海道・宮城・埼玉・静岡・ 
愛知・富山・兵庫・高知・大 

分・宮崎 

新規参入者

座 学 実 習

見 学

企 画 委 員 会 

研修検討専門委員会

次 世代施設園芸
検討 専門委員会 

標準化 検討専門委員会 
公開 教材

施設園芸生産者 

行政自治体関係者 

栽培・技術指導者 

学生・農高生等 

次世代施設園芸の
加速化・展開

標準化

データにもとづく管理、運営 
管理、施設事例集

情報発信
次世代施設園芸フォーラム、 
マッチング、展示会、パンフ
レット、HP 、 全国実態調査

植物工場事業者
太陽光型・人工光型での 
データにもとづく管理、運 

営管理のモデル化 

人材育成

調査・支援

調査・支援

人材育成
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d.今後の課題 

 委員による現地調査（計 9回）を行い、生産管理体制と栽培管理、環境制御を中心に調査を行

ったところ、以下の課題がみられた。 

生産管理体制では見直しが進み、その間に全体の作業能力も上がり、生産管理体制は安定して

きている。一方で、キュウリでは収量を向上するための群落や葉面積確保、適切な草姿の管理な

どの課題がある。また光量や湿度の確保、積極的な CO2 施用も課題としてあげられており、藻の

付着によるフィルム光線透過率の低下や乾燥防止、密閉時の CO2 濃度上昇など個別の改善が必要

とみられる。生育調査や環境データにもとづく収量予測や増収へのアプローチの取り組みもの農

研機構の支援により始まっており、問題点の把握をデータ上で行い、次への改善につなげること

が期待されている（6.1.1 生産性向上への課題を参照）。環境制御では、SaaSの操作性や機能に

ついて改善もされているが、収量向上のための積極的な湿度や CO2 濃度の制御を進めることを前

述の収量予測ともからめて行うことが課題とみられる。 

  

図 1 キュウリハウス           図 2 ピーマンハウス

  

図 3 細霧発生装置による加湿          図 4 木質ペレット温風暖房機 
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７．高度環境制御技術研修の実施 

 
７．１ 高度環境制御に係る研修の実施  
7.1.1 研修施設における研修の実施（植物工場拠点研修）  

栽培技術者や指導者の育成を目的として、選定審査委員会(平成 28 年 4 月開催)で選定された

研修実施地区に対して、高度環境制御技術に関する座学及び実習の実施を業務委託した。 
実施地区は農研機構（植物工場つくば実証拠点、植物工場九州実証拠点）、NPO 植物工場研

究会（千葉大学環境健康フィールド科学センター）、三重県（農業研究所）、大阪府立大学（植物

工場研究センター）、愛媛大学（植物工場研究センター）の各植物工場実証拠点で、各拠点の特

徴を生かしたカリキュラム（座学と実習、栽培・環境制御・経営等の各専門分野）を作成し研修

を開始している。研修内容は次表のとおりであり、分野を整理し、受講生が選択しやすいようホ

ームページに掲載している。 
 年度当初に年間の一覧表を示し、各々の研修内容の詳細が決定次第、研修拠点へのリンクを貼

る、メールで通知するなど行っている。 

 なお、今年度から研修レベル（初級～上級）、受講料、その他留意事項を一覧表に加えた。 

 
a．研修実施概要 

 各植物工場拠点における平成 28 年度の研修の概要を次に示す。 

 

初 中 上

○
5/24～
26

NPO植物工場

研究会
植物工場の基礎知識習得 ○ ○ ○ 見学 42,000

○ ○ 6/1～3
NPO植物工場

研究会

人工光型栽培実践者研修Ⅰ(第

1回）
○

実習

見学
100,000

○ ○
6/15～
17

NPO植物工場

研究会
培養液管理Ⅰ ○ 実習 50,000

○ 7/2～3 愛媛大学

Aコース[基礎編]：栽培技術者

および栽培指導者のための植
物工場技術入門

○ ○ ○ 1,000

　平成２８年度　植物工場拠点研修　一覧

経
営

実
習
見
学

備考

レベル（初
～上級）

受講料

その他
（留意事
項等）

月日  研修拠点  内　　容 

栽
培
技
術

環
境
制
御
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○ ○ 7/5～7
NPO植物工場
研究会

人工光型栽培実践者研修Ⅰ(第
2回）

○
実習
見学

↑

○  7/6 愛媛大学

Bコース：植物工場における生

体情報計測技術①：光合成機
能計測

○ 実習 21,000

○  7/13 愛媛大学 

Bコース：植物工場における生

体情報計測技術②：群落光合

成モデルと収量予測

○ 実習 21,000

○  7/14
大阪府立大
学

兵庫県出前講座

「施設園芸、これだけは知っ
ておきたい基礎知識」

○ ○ ○ 0

施設園芸に
関心のある

農業経営者
や普及指導

員

姫路

○  7/15 愛媛大学 
Bコース：植物工場における生
体情報計測技術③：同化産物

の転流の計測

○ 実習 21,000

○  7/20 愛媛大学

Bコース：植物工場における生
体情報計測技術④：植物診断

ロボットによる高精度生体情
報計測

○ 実習 21,000

○ ○  7/20
NPO植物工場

研究会 

 環境改善によるランニングコ

ストの軽減法
○ 26,000

○  7/27 愛媛大学 

Bコース：植物工場における生

体情報計測技術⑤：トマトの
成分の計測

○ 実習 21,000

○  8/1 愛媛大学 
 Aコース[基礎編]：栽培技術
者および栽培指導者のための

植物工場技術入門

○ ○ ○ 1,000

高知

○ ○ 8/2～4
NPO植物工場

研究会

太陽光型植物工場の理想環境

をさぐる
○ 実習 50,000

○  8/2,9
大阪府立大
学

次世代施設園芸基礎講座
「施設園芸、これだけは知っ

ておきたい基礎知識」

○ ○ 0

施設園芸に

関心のある

農業経営者
や普及指導

員

○  8/9
NPO植物工場

研究会

光合成産物の動態と野菜の生

産性解析
○ 14,000

○
8/24～
26

NPO植物工場

研究会

夏の学校＜太陽光型初級研修

＞
○ ○ ○ 見学 42,000

○ ○
9月～1
月

NPO植物工場
研究会

あなたの栽培現場における最
適培養液管理を共に作り上げ

ます

○ 実習 250,000

スクーリ
ング３回
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○ ○
9/13～
15

NPO植物工場
研究会

太陽光型栽培実践者研修(第1
回）

○ ○ 実習 150,000

9/26～
27

NPO植物工場
研究会

太陽光型植物工場　基礎知識
研修（北海道）

○ ○

○
 9/29、
10/6

大阪府立大

学

ケーススタディ

「次世代施設園芸 先進事例に
学ぶ」

○ ○ ○ 0

施設園芸に

関心のある
農業経営者

や普及指導
員

大阪なん
ば

○ ○ 10/4～6
NPO植物工場
研究会

植物工場経営のノウハウ ○ 50,000

○ ○ ○ 10/13
農研機構
（久留米）

平成28年度第1回農研機構植物

工場研修会（太陽光利用型植
物工場における環境制御技術

とイチゴの多収生産）

○ ○ 0

○
10/18～
19

農研機構

（久留米）

平成28年度第2回農研機構植物

工場研修会（人工光型植物工
場におけるレタス栽培）

○ 実習 0

○
10/18～
20

農研機構(つ

くば) 

平成28年度第1回農研機構植物

工場研修会（UECSを活用した

環境制御の実際）

○
実習

見学
0

○ ○
10/19～
20

農研機構

（久留米）

 平成28年度第3回農研機構植
物工場研修会（人工光型植物

工場におけるスプラウト栽
培）

○ 実習 0

○ ○
10/18～
20

NPO植物工場
研究会

太陽光型栽培実践者研修(第2
回）

○ ○ 実習 ↑

○ 10/20
大阪府立大
学

フィールドワーク①

「現地視察で学ぶ」三重県
（モクモクファーム）

○ ○ ○ 見学 3,000

農業経営の
多角化・総

合化やペ
レット暖房

等を学びた
い人

三重県伊

賀市
バス移動

○ 11/9
三重県農業
研究所

環境制御の実際①環境制御の
基本技術

○
実習

見学
0

○ ○
11/15～
17

NPO植物工場

研究会

 太陽光型栽培実践者研修(第3

回）
○ ○ 実習 ↑
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○
11/17～
18

愛媛大学
Aコース[発展編]：栽培技術者
および栽培指導者のための植

物工場技術入門

○ ○ ○ 1,000

○ ○
11/29～
30

 NPO植物工
場研究会

 植物工場の日常管理 ○ ○ 33,000

○ 12/2
農研機構(つ
くば) 

平成28年度第2回農研機構植物

工場研修会（生産現場への技
術普及をめざした植物工場の

展開，次世代拠点との連携と
展開）

○ ○ ○ 見学 0

○ ○
 12/7～
9

NPO植物工場
研究会

培養液管理Ⅱ ○ 実習 50,000

○  12/13
大阪府立大
学

実習
　「養液栽培の実務」

○ 実習 1,000

水耕栽培施

設園芸のレ
ベルアップ

をはかりた
い人

○
 12/14
～16

愛媛大学
Cコース：太陽光利用型植物工
場における作物生産技術の視

察

○ 見学 0

○ 12/20
三重県農業
研究所

環境制御の実際②環境測定・
制御機器利用とCO2施用

○ 実習 0

○
12/21～
2/8 愛媛大学

Dコース：植物工場の経営者育

成（トマト栽培のWeb実況中
継）

○ 実習 0

○ 1/11
三重県農業

研究所
養液栽培における病害虫防除 ○

実習
見学

0

○ 1/12 愛媛大学 
 Aコース[基礎編]：栽培技術
者および栽培指導者のための

植物工場技術入門

○ ○ ○ 1,000

宮崎

○ ○
1/17～
19

NPO植物工場

研究会

人工光型栽培実践者研修Ⅱ(第

1回）
○ ○

実習

見学
100,000

○ 1/19
大阪府立大
学

フィールドワーク②

「現地視察で学ぶ」奈良県
（山口農園）

○ 見学 3,000

有機JAS施設
園芸や

これからの

農業経営を
学びたい人

奈良県宇
陀市

バス移動

 1/24～
25 愛媛大学 

Eコース：植物生体情報を活用

した栽培管理（教育方法）
〇
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○ 1/27
三重県農業
研究所

環境制御の実際③施設内の温
度むら改善

○ 実習 0

○
 1/30～
31 愛媛大学 

Dコース：植物工場の経営者育
成（太陽光工場でのパプリ
カ、レタス）

○ 1,000

○ ○
1/31～
2/2

NPO植物工場
研究会

人工光型植物工場の理想環境
をさぐる

○ 実習 50,000

○ ○
2/15～
16

NPO植物工場
研究会

植物工場事業計画のソフト
ウェアによる策定

○ ○ ○ 33,000

○ 2/16
三重県農業
研究所

植物工場における組織運営 ○ 見学 0

○ 2/21 愛媛大学 
植物工場先端技術セミナー
（植物工場におけるGAP対応）

○ ○ ○ 0

○ ○
 2/21～
23

NPO植物工場
研究会

人工光型栽培実践者研修Ⅱ(第
2回）

○ ○
実習

見学
↑

2/28 愛媛大学 
Eコース：植物生体情報を活用
した栽培管理（ピーマン実践
編）

○

3/3 愛媛大学 
Eコース：植物生体情報を活用
した栽培管理（トマト実践
編）

○

○
3/15～
17

NPO植物工場
研究会

春の学校＜人工光型初級研修
＞

○ ○ ○ 見学 42,000

注　受講料欄の「↑」は、前回の受講料に含まれることを表す。

 
 
 
 
b.研修成果概要 
① アンケートの結果（共通様式） 
各研修に共通するアンケート項目として、主な３項目を設定し、実施した。 

集計結果は以下のとおりであり、拠点毎の研修の内容によって、受講生の所属に大きな違

いがみられ、「研修に期待したこと」、「研修内容の満足度」での違いにも現れている。  
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４．２ 人材育成に係るコンテンツの作成  
4.2.1 共通コンテンツの作成  
 理論的にも優れ、また高度な人材育成に資すると考えられる「環境制御のための植物生理」（Dr. 

Ep Heuvelink ワゲニンゲン大准教授著、’17.3発刊予定）について、そのサマリーを作成し（中

野 研修検討専門委員長執筆）、当協会のホームページ／各種資料ダウンロード／｢植物工場研修資

料｣に掲載した。また、各研修拠点の受講生その他の対象者に配布できるよう冊子化した。。 

 

１　受講生の所属

回答数 生産者 JA 企業
行政･普及
指導機関

教育･研究
機関

その他

  全体（人） 602 141 22 214 106 50 47
　（割合：％） 23.4 3.7 35.5 17.6 8.3 7.8

農研機構 15.3 5.4 42.3 18.9 14.4 3.6
植物工場研究会 46.0 4.0 38.0 4.0 0.0 8.0
三重県農業研究所 67.5 0.0 14.3 7.8 1.3 0.0
大阪府立大学 12.0 1.0 51.4 8.7 6.7 16.3
愛媛大学 15.4 7.7 19.2 37.8 12.2 3.2

２　研修に期待した
こと(業務の改善等)

（現在取り組んで
いる業務の改善）

（今後取り組む予
定の業務）

（将来の業務等へ
の参考）

（その他）

1 2 3 4

  全体（人） 602 262 238 118 24
　（割合：％） 43.5 39.5 19.6 4.0

農研機構 39.6 51.4 15.3 1.8
植物工場研究会 44.0 36.0 26.0 0.0
三重県農業研究所 63.6 29.9 2.6 3.9
大阪府立大学 40.9 34.6 25.0 6.7
愛媛大学 39.7 43.6 21.8 3.2

３　研修内容の満足度 （低い） （高い）

1 2 3 4 5

  全体（人） 602 1 3 54 222 238
　（割合：％） 0.2 0.5 9.0 36.9 39.5

農研機構 0.0 0.9 11.7 46.8 38.7
植物工場研究会 0.0 0.0 8.0 28.0 64.0
三重県農業研究所 0.0 0.0 5.2 51.9 42.9
大阪府立大学 0.0 1.0 16.3 42.8 29.3
愛媛大学 0.6 1.3 19.9 52.6 26.3
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4.2.2 研修用資料の公開 

 以下について、前項と同様、当協会ホームページの「植物工場研修資料」に追加して掲載

する。 
イ．「次世代施設園芸富山拠点の取組みについて」（平成 28年 10月 6日実施））（室田治彦 株

式会社 富山環境整備 アグリ事業部部長） 
ロ．「これだけは知っておきたい施設園芸基礎知識 「貯蔵と品質保持の話」」（平成 28 年 8

月 2日実施）（今堀義洋 大阪府立大学大学院生命環境科学研究科 教授） 
ハ．「培養液の作り方と調整方法 養液栽培の基礎理論 実際の培養液管理」（平成 28 年 12

月 13日実施）（和田光生 大阪府立大学大学院 生命環境科学研究科 講師） 
ニ．「高温期の温室内環境と植物環境応答」（平成 28年 8月 1日実施）（髙山弘太郎 愛媛大

学大学院農学研究科 准教授） 

ホ．「Dコース：植物生体情報を活用した栽培管理（Web講義）」（平成 28年 12月 21日～2月

8日実施）谷口浩之 富士通株式会社、三好譲 愛媛大学、髙山弘太郎 愛媛大学） 

へ．「植物生理の基礎知識 植物生体情報活用のためのデータ解析」（平成 29年 1月 12日実

施）（髙山弘太郎 愛媛大学大学院農学研究科 准教授） 

 

 

８．次世代施設園芸に係る人材育成プログラムの構築 

８．１ 研修の受け入れ先と研修生のマッチング支援 

次世代施設園芸拠点では、数 ha程度の大規模施設園芸の運営に必要な人材の育成が進められて

いる。高度環境制御技術を用いた栽培管理の他に、多数の従業員を効率に管理し計画的な作業や

出荷を進めるマネージメントや、販路開拓と需要に応じた生産や選果、出荷を行うことなど、従

来の規模の施設園芸経営ではあまり求められていない要素が必要となっている。 

 次世代施設園芸拠点では、OJTの中で一通りの作業を経験しながら、こうした要素についても

管理者の視点で身につけることが求められている。 

 本年度は自前の管理者の育成が急務である拠点がほとんどであるが、愛知県拠点では外部から

研修生を受け入れ、こうした要素についても身につけるよう準備を進めている。一定の経験を積

んだ後、独立して大規模経営へ参入が可能なよう、OJTの他、以前より実証施設で蓄積したノウ

ハウなどについての各種カリキュラムを準備中である。 

 

 

８．２ 研修指導者の育成 

 次世代施設園芸拠点ではマネージメント人材の育成が必要となっているが、参考となる先行事

例も少なく、試行錯誤も多く見られる。一方で、10カ所となった各拠点は環境条件や設備仕様、

栽培作物等はおのおので異なるものの、2.4ha～4.3ha の大規模施設運営を数 10名～100名程度の
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従業員により行う点で、共通の課題も見られる。 

そこで各拠点の生産担当者が一堂に会して、共通の課題についての情報交換や意見交換を進め、

全体レベルの向上をはかる取り組みを行った。またその中で、次代を担う指導者を育成すること

も念頭に置いた。具体的な取り組みは以下の通りである。 

a.取り組みの名称：次世代施設園芸拠点情報交換会(第 1回） 

b.開催日と場所：平成 29年 1月 27日、高知県農業担い手育成センター会議室 

c.出席者：次世代施設園芸拠点生産担当者（全 10拠点より 1～2名の出席）、行政担当者、他。 

d.ファシリテーター：吉田征治専門委員（JA全農生産資材部） 

e.テーマと討議内容 

(1)組織体制について 

 立ち上げ時のパート雇用の方法、作業グループの編成や組織構造、中間管理層の組み方につい

て、各拠点の状況や課題を報告された。 

(2)作業指示の方法について 

 パート従業員への作業指示の手段やルート、作業標準書等の作成方法等について、栽培開始が

先行した拠点の状況が参考例として報告された。特に、複数の社員から異なる指示が出されない

よう、指示ルートの統一に注意がなされた。 

(3)収量予測について 

 生産側と販売側をつなぐデータとして収量予測の活用例が報告され、長期予測と短期予測の使

い分けや、トマトにおける収量予測手法の概要も先行する拠点から報告された。また研究サイド

からの提案として環境条件と生育モデルにもとづく収量予測方法の紹介もされた。 

(4)休日の取り方について 

 雇用環境が年々厳しくなる中で、週休 2 日制をとって従業員募集を行う拠点が多く見られる。

休みを取りやすい職場であることで、従業員確保を有利に進められることがあるためである。一

方で、生産や出荷のスケジュールとも調整しつつ、週休 2 日制を維持するにはノウハウが必要と

見られ、繁忙期には休日を分散するなどの実施例が紹介された。 

(5)モチベーションの向上について 

 栽培管理や選果作業を効率的に進め、計画沿った出荷を行うことが大規模施設栽培ではより高

く求められる。そのために従業員の能力を高めるとともに、その元となるモチベーションの維持、

向上も必要となる。従業員の評価や処遇、リーダーや社員への登用など、具体的例について紹介

がされた。 

(6)設備管理について 

 大規模施設には数多くの設備や機材があり、点検やメンテナンスを定期的に行う必要がある。

契約により外部に委託している例、専属の担当者を置き業務として実施している例、自社で設備

の診断や点検のノウハウを蓄積している例などが紹介された。 

(7)次世代施設園芸ネットワーク（仮称）の構築について 

 最後に、このような情報交換の場の必要性や継続について意見が出され、拠点間のネットワー
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ク形成のための意見交換会や相互訪問などの継続開催が提起された。 
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